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「日本のエネルギー安全保障を考える」 

京都産業大学 経済学部 藤井 秀昭 

 

 

１ はじめに1 

1991 年のソヴィエト連邦崩壊による米ソ

冷戦終結後，情報通信技術（ICT: Information 

and Communication Technology）の民間部門へ

の市場開放が進み，ICT サービスの急速な需

要拡大と技術進歩が実現された。このなかで，

欧州連合（EU: European Union）等の地域経済

統合の進展，財・サービスの移動に係る経済

規制等の軽減及び市場自由化によって，地球

規模でモノ，カネ，人，情報等の移動や授受

が容易にできるようになった。 

このグローバリゼーションは，地球規模で

市場経済の拡大と経済水準の収斂（開発途上

国経済の成長加速による先進国との平均所得

の格差縮小）を誘引した。1965 年に先進国が

世界の約７割のエネルギー需要を占めていた

が，2014 年には約６割が開発途上国で消費さ

れるようになった。エネルギー需要の地理的

重心の移動が世界のエネルギー需給構造をも

変えてきた。同時に，国や地域の経済体制や

社会制度等の差異に依らず，人間の営みは経

済発展，環境保全及びエネルギー安全保障の

３つの領域で緊密に繋がっているという普遍

的関係が地球規模で検証された。一方で，こ

の現象は新たな孤立主義，保護主義，地域主

義 の 原 因 で あ る と す る 指 摘 も あ る

（Bolton(1994)，Rice(2000)）。今日，東アジア

（定義は表１脚注参照）は世界の約３分の１

のエネルギー消費量を占める等，日本を取り

巻く環境は米ソ冷戦期とは激変しており，新

                                                   
1 本稿は，時習館高校創立 125 周年記念論考集『み

ずから考え 自ら成す』（時習館同窓会東京支部記

念誌発行実行委員会編，豊川堂，pp.98-112，2018

年 8 月）に掲載したものである。 

たな概念に基づいてエネルギー安全保障を捉

え直すことが必要となっている。 

そこで本稿では，20 世紀後半以降の日本

のエネルギー安全保障問題を考察し，21 世紀

の第一四半世紀の時点において認識すべき主

要課題を論じる2。 
 

表１ 東アジアのプレゼンスの推移 

 

（注）本表の「東アジア」は日本，中国，韓国，香港，台湾，

シンガポール，ブルネイ，インドネシア，マレーシア，

フィリピン，タイ，ベトナム，「北米」は米国とカナ

ダ，「欧州」は欧州 OECD 加盟国と欧州 OECD 非加

盟国を指す。経済規模は実質国内総生産（2010 年価

格），エネルギー消費量は一次エネルギー消費量を示

す。表中の下段数字は世界全体に占めるシェア（％）

を示す。 
 

（出所）日本エネルギー経済研究所（2017），IEA（2016）の

データをもとに筆者作成。 

 

２ エネルギー安全保障の概念の変容 

2.1 背景 

20 世紀後半は，地球規模で市場経済重視型

の経済社会が急速に発展した。世界経済の規

模は 1971 年から 43 年間で 3.7 倍に拡大し，

世界人口は 1950 年から 65 年間で 2.9 倍に急

増した（1950 年 25 億人，2000 年 61 億人，

2 本稿は，藤井（2005），藤井（2008），藤井

（2014）等の論考をベースに，この数年間で判明

した内容やデータを更新及び追加したものであ

る。 

1973年 2000年 2014年 1973年 2000年 2014年 1973年 2000年 2014年 1973年 2000年 2014年

人口 1,307 1,924 2,119 234 313 355 757 862 904 3,912 6,107 7,164

（100万人） 33.4 31.5 29.6 6.0 5.1 4.9 19.4 14.1 12.6 100 100 100

経済規模 2,927 9,654 18,215 6,107 14,056 17,931 9,556 17,344 21,703 22,237 49,563 70,907

（10億ドル） 13.2 19.5 25.7 27.5 28.4 25.3 43.0 35.0 30.6 100 100 100

エネルギー消費量 880 2,306 4,483 1,889 2,527 2,496 2,318 2,752 2,798 6,100 10,057 13,555

（石油換算100万トン） 14.4 22.9 33.1 31.0 25.1 18.4 38.0 27.4 20.6 100 100 100

二酸化炭素排出量 2,108 5,758 12,660 5,047 6,126 5,739 6,801 6,353 5,981 15,998 23,520 32,920

（炭素換算100万トン） 13.2 24.5 38.5 31.5 26.0 17.4 42.5 27.0 18.2 100 100 100

東アジア 北米 欧州 世界全体
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2015 年 73 億人3）。クズネッツ曲線仮説4が示

すとおり，経済が発展するにつれて，一部の

富裕層が物質的な豊かさを獲得して所得格差

が拡大した。半面，地域的な環境質劣化や地

球環境問題が顕現し，持続可能性の観点から

もエネルギー安全保障が評価されるように

なった。 

資源価格と経済効率（経済性），エネルギー

資源の健全な国際取引（エネルギー安定供給），

エネルギー消費起因の地域・地球環境問題5

（環境保全）の“3E”問題（後述）が併存す

る状況をトリレンマ（trilemma）問題という。

日本では，この問題解決に向けて，2006 年 5

月に新・国家エネルギー戦略を公表した。 

2011 年３月 11 日に起きた東日本大震災と

それに続く東京電力福島第一原子力発電所事

故以降，日本のみならず，アジア，欧州，米

国等においても原子力政策の再検討が行われ

た。エネルギー利用における安全性（safety）

と持続可能性（sustainability）の“2S”問題は，

蓄積型汚染や放射能汚染等のような世代間を

跨る問題があるため，現在世代だけでは検証

できないが，重要な問題である。日本も，ド

イツのように，エネルギー政策と気候変動政

策を統合する抜本的な政策見直しが検討され

るべきである。ドイツでは一次エネルギー供

給に占める再生可能エネルギーの割合が１割

を超え，低炭素化が進んでいる（表２）。また，

                                                   
3 2017 年の国連将来人口推計（中位推計）では，世

界人口を 2030 年 85 億人，2050 年 97 億人，2100

年 112 億人と推計している（United 

Nations(2017)）。 

4 クズネッツ曲線仮説（Kuznets(1955)）によれば，

所得格差は一人当たり所得が増加するにつれて大

きくなるが，ある所得水準に達すると再分配政策

を実施しなくとも自動的に所得格差は縮小すると

解釈される。これに対して，Piketty（2013）は

「資本収益率が産出・所得の成長率を上回ると

き，資本主義は自動的に，恣意的で持続不可能な

格差を生み出す」と指摘している。 
5 20 世紀後半以降の地球温暖化を人間が排出してい

る温室効果ガスが主因とする考え方は，人為的排

出二酸化炭素温暖化仮説と呼ばれる。IPCC（気候

日本は経済的連関を深める東アジア地域との

連携を視野に入れた包括的なエネルギー気候

変動政策の設計についての検討が求められる

（“2S+3E”問題（藤井(2014)））。 

 

表２ 世界と日本のエネルギーミックス 

（一次エネルギー源別構成比，2016年実

績） 

 

（注）日本は東日本大震災直前の 2010 年実績を併記。 

（出所）BP（2017）のデータをもとに筆者作成。 

 

2.2 エネルギー安全保障の定義 

（１）エネルギー安全保障の伝統的概念 

エネルギー安全保障（energy security）は，

エネルギーの「安全保障」を意味する。20 世

紀は「石油の世紀」であり，その主役は米国

であった（Yergin(1991)）。1970 年代の二度の

石油危機，1990～91 年の湾岸危機・戦争，そ

して米ソ冷戦終結後の 2003～11 年のイラク

戦争を経験したが，そのたびにエネルギー安

変動に関する政府間パネル，Intergovernmental 

Panel on Climate Change）の第 5 次評価報告書

（2013 年）では，同仮説が成立する確率を

「95％以上」とした。国連気候変動枠組条約

（UNFCCC，1994 年発効）のもと 1997 年の第３

回締約国会議（COP3）で京都議定書（Kyoto 

Protocol）が採択，2005 年に発効され，2008 年か

ら 2012 年まで，国・地域別に CO2排出の数値削

減目標を定め，京都メカニズム（排出権取引，

CDM，共同実施）の経済的手法を活用して約束

内容が実施された。その後，2015 年の第 21 回締

約国会議（COP21）でパリ協定（Paris 

Agreement）が採択，2016 年に発効された。米中

等の主要排出国の取り組みが期待されていたが，

2017 年 8 月時点で米国トランプ政権は離脱を表

明している。 

（構成比，％）

石油 天然ガス 石炭 原子力 水力
再生可能
エネルギー

計

日本 41.4 22.5 26.9 0.9 4.1 4.2 100.0

日本（2010年） 39.8 16.9 24.6 13.2 4.1 1.4 100.0
世界 33.3 24.1 28.1 4.5 6.9 3.2 100.0
北米 37.5 31.8 13.9 7.8 5.5 3.5 100.0
　　アメリカ合衆国 38.0 31.5 15.8 8.4 2.6 3.7 100.0
　　カナダ 30.6 27.3 5.7 7.0 26.6 2.8 100.0
中南米 46.3 21.9 4.9 0.8 22.1 4.0 100.0
欧州ユーラシア 30.9 32.3 15.7 9.0 7.0 5.0 100.0
　　イギリス 38.9 36.7 5.8 8.6 0.6 9.3 100.0
　　ドイツ 35.0 22.5 23.3 5.9 1.5 11.7 100.0
　　フランス 32.4 16.2 3.5 38.7 5.7 3.5 100.0
　　イタリア 38.4 38.4 7.2 0.0 6.1 9.9 100.0
　　ロシア 22.0 52.2 13.0 6.6 6.3 0.0 100.0
中東 46.7 51.5 1.0 0.2 0.5 0.1 100.0
　　サウジアラビア 63.0 36.9 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0
　　イラン 31.0 66.8 0.6 0.5 1.1 0.0 100.0
アフリカ 42.1 28.3 21.8 0.8 5.9 1.1 100.0
アジア大洋州 27.9 11.7 49.4 1.9 6.6 2.6 100.0
　　中国 19.0 6.2 61.8 1.6 8.6 2.8 100.0
　　韓国 42.7 14.3 28.5 12.8 0.2 1.5 100.0
　　インド 29.4 6.2 56.9 1.2 4.0 2.3 100.0
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全保障問題が議論されてきた6。しかし，日本

では石油の安定供給保障（supply security）と

石油の価格変動性（price volatility）が中心的

問題であり（藤井(2004)），エネルギー安全保

障の包括的な枠組みの議論は薄く，石油供給

の危機管理の施行細則に関する論議に終始し

た7。その一方で，この約 40 年の間に国際秩

序や世界経済の構造等が激変したため，「安全

保障」の概念そのものが変容した。 

田中（1997）は，安全保障の概念を規定す

る要素として，次の３つを挙げている。 

 安全保障の対象（何を守るか） 

 安全保障への脅威（何から守るか） 

 安全保障の手段（何で守るか） 

さらに，Suzuki（2001）は安全保障概念を規

定する要素に「誰が誰を保障するか」を追加

した。安全保障概念が，米ソ冷戦終結を転換

期として「伝統的概念」と「新たな概念」に

区分して議論されるように8，エネルギー安全

保障概念も同様の区分で議論ができる（Stares 

ed.(1998)，Stares ed.(2000)）。 

日本をはじめ，東アジアの伝統的エネル

ギー安全保障の概念規定では，「保障されるべ

き対象」は石油供給であり，「保障されるべき

リスク」は，短期では石油の価格高騰と供給

                                                   
6 Samuels（1997）は，エネルギー安全保障の目的

は，①国外からの脅威及び圧力に対する脆弱さを

軽減すること，②供給危機の発生を未然に防ぐこ

と，③供給危機発生後の経済的及び軍事的影響を

最小化すること，を指摘している。 
7 Baker Institute of Public Policy（2000）は，東アジ

アの伝統的エネルギー安全保障の概念は「石油供

給」と「危機管理」に特徴づけられると指摘して

いる。 
8 安全保障問題研究の多くは，伝統的安全保障

（traditional or conventional security）と新たな安全

保障（nontraditional or unconventional security）の

時代区分を 1990 年代初頭の米ソ冷戦終結期に設定

している。Bedeski (1992)，Allison and Treverton 

(1992)，Fischer (1993)，Utagawa(1995)をみよ。 
9 輸入国側の伝統的エネルギー安全保障政策は，経

済協力開発機構（OECD）加盟国の戦略石油備蓄，

ドイツの国産エネルギー補助金政策，フランス・

日本・韓国の原子力発電推進政策，米国の外交・

途絶，長期では化石資源の枯渇問題（ホテリ

ング・ルール（Hotelling(1931)），ピークオイ

ル仮説（Hubbert(1956), Campbell(2005)））で

あった。「保障の手段」としては，石油代替エ

ネルギー開発の促進，緊急時用の石油備蓄構

築，産油国との友好外交，湾岸戦争時の多国

籍軍に対する財政支援等の事例がある。「誰が

誰のために保障するか」では，国家単位（国

益のみが目的）の石油供給保障の考えが強く，

政府が自国の国益の保障を優先する“国家エ

ネルギー安全保障”9（供給重視のエネルギー

安全保障）であった。 

 

（２）エネルギー安全保障の新しい概念 

米ソ冷戦終結（1991 年）以降，東アジアで

は安全保障の概念が大きく変化している。新

たな安全保障（非伝統的安全保障）の概念で

は，紛争や国際テロリズム10，経済危機（同時

連鎖），環境破壊11，伝染病（鳥インフルエン

ザや新種ウィルス等），資源枯渇12，貧困，人

権侵害，不法移民流入，組織犯罪，麻薬不正

取引，マネーロンダリング等の広範囲の問題

が含まれる。それらの問題は必ずしも「新し

い」問題ではないが，米ソ冷戦終結を契機に，

“地球規模”で急速に顕現し，脅威と認識さ

軍事力強化政策，ＥＵや日本のエネルギー消費抑

制政策等がある。これに対して，輸出国側のエネ

ルギー安全保障政策は，自国のエネルギー輸出依

存度の引き下げ政策等と選択肢が数少ない（藤井

(1996)）。 
10 国家，民族，人種，宗教，南北，地域，市民等

のさまざまな差異間の対立・紛争や，組織の既成

概念を超えた“見えざるイデオロギー”（invisible 

ideology）の差異に基づく新たなテロリズム（IS

（Islamic State：イスラム国）等）を指す。 
11 化学薬品が自然循環に及ぼす影響

（Carson(1962)），環境ホルモン，クロロフルオロ

カーボン類によるオゾン層破壊，酸性雨・雪や廃

棄物・汚染物質等の越境移動，森林伐採や過放

牧，気候変動等の地球環境問題が含まれる。 
12 21 世紀に入り，化石資源の究極可採埋蔵量評価

は上方修正され続けているが，鉱物資源や海洋資

源等の管理に関する無作為問題（コモンズの悲劇

（Hardin(1968)）がある。 



4 

 

れる点において問題である。 

同様に，エネルギー安全保障概念において

も，米ソ冷戦下では国家単位で石油の安定供

給確保を重視する伝統的エネルギー安全保障

が論じられていたが，冷戦終結以降は新たな

エネルギー安全保障概念へと変化している。 

つまり，石油供給保障だけでなく，過去 65

年間の人口増加のように幾何級数的な増大13

が予想される環境負荷（越境汚染や気候変動

問題等），技術信頼性（最近の例では，高速増

殖原型炉「もんじゅ」の廃炉問題14等），エネ

ルギー需要15，社会文化的要素（環境について

の正義16，NIMBYism17等），国際関係に関する

さまざまなリスクが「保障の対象」と考えら

れ る よ う に な っ た （ Stares ed.(2000) ，

Suzuki(2001)，藤井(2005)）。 

米ソ冷戦下での，エネルギー安全保障の多

国間協力の主要な具体的事例として，次の４

つを挙げることができる（藤井(1996)）。 

① 石油供給不足時の消費国側の競争抑制

が目的の国際エネルギー機関（IEA：

International Energy Agency）協定， 

② 石油供給余剰時の輸出国側の競争抑制

が目的の石油輸出国機構（OPEC：

Organization of the Petroleum Exporting 

Countries）による原油生産枠設定， 

                                                   
13 ローマクラブ『成長の限界』における「ペル

シャの伝説」を参照せよ（Meadows et al.(1972)）。 
14 2016 年 12 月 21 日，原子力関係閣僚会議は，国

立研究開発法人日本原子力研究開発機構の高速増

殖原型炉「もんじゅ」について，「原子炉としての

運転再開はせず，今後，廃止措置に移行するが，

あわせて今後の高速炉研究開発における新たな役

割を担うように位置付ける」との方針を決定し

た。 
15 エネルギー純輸入国におけるエネルギー安全保

障で「安定供給」が最優先されるように，エネル

ギー純輸出国では「安定需要」が最優先課題であ

る。 
16 Field(1997)，207 頁を参照せよ。 

17 NIMBY とは Not in my backyard の略語であり，放

射性廃棄物処分地等の嫌悪施設の誘致について

「自分の裏庭には御免」とする態度や考え方を指

す。 

③ 安全保障，経済・科学技術・環境，及び

人権・人道の３つの側面を包含する欧

州安全保障協力会議（CSCE：Conference 

on Security and Co-operation in Europe）

18， 

④ エネルギー憲章に関する条約（欧州エ

ネルギー憲章）による議論の場の提供。 

米ソ冷戦終結以降，「保障の対象」が拡大し，

かつ重層的になっているため，こうした多国

間協力の枠組みに対する要請は強まる方向に

ある。Giddens（1999）は，20 世紀の最後の四

半世紀の民主主義社会を分析して，政府，市

場，市民社会（シビル・ソサイエティ：civil 

society）19の３つの調和が重要であることを指

摘した。非伝統的安全保障のもとでは，政府

（国家）対市場の二項対立の捉え方ではなく，

「民主主義の民主化」を進め，国境を越えた

市民社会の役割の重要性が強調され，市民社

会の一層の成熟化が求められる。 

また，国家安全保障よりも人間安全保障を

重視する「非伝統的エネルギー安全保障」の

概念のもとでは，持続可能性（sustainability）

の観点からの政策設計が重要となり，「将来世

代が現在世代と同等以上の社会的厚生（幸福）

を得るために必要な資源と環境を継承するこ

とを現在世代が保証したうえで，現在世代が

18 CSCE は 1975 年に設置され，1995 年に欧州安全

保障協力機構（OSCE：Organization for Security 

and Co-operation in Europe）へと発展，2014 年 3

月時点で加盟国数は 57 ヵ国（北米や中央アジア

も含む）である。 
19 市民社会の中心的役割は民間非営利団体

（NPO），非政府組織（NGO），シンクタンク等

であるが，シティズンシップ（citizenship）に基

づき「社会と政府の橋渡し」が求められる。た

とえば，日本では，東アジア共同体構想に関し

て，産・官・学が一堂に会して議論する場を提

供する「東アジア共同体評議会」（CEAC：The 

Council on East Asian Community，2004 年設立）

がある。CEAC のように，東アジア共同体構想

に関する賛否両論を受け容れ，考えの異なる

人々で構成される研究団体（東アジア共同体構

想の推進団体ではない点に留意されたい）は数

少ない例と言える。 
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相対的に希少なエネルギー資源を安定的に供

給し，かつ経済合理的な価格でエネルギー資

源を消費する経済社会システム」（藤井（2005））

が求められることになる。 

「持続可能性」は，1987 年に国際連合「環

境と開発に関する世界委員会」が取り纏めた

ブルントラント報告書 Our Common Future

（The World Commission on Environment and 

Development(1987)）により，初めて本格的に

国際会議の場で議論された用語である。 

ただし，持続可能性が意味する概念は，経

済成長理論では欠かせぬ論点であり，むしろ，

経済学では予ねて議論し尽くされてきたとこ

ろである（Solow (1956)，Solow (1957)，Solow 

(1974)）。再生不可能資源の採取による効用の

異時点間配分は世代間の衡平性問題20である。

また，再生不可能資源で得られた利益をすべ

て人工資本に投資すれば，各時点での消費を

一定にすることができるが，競争市場では衡

平な資源配分が保証されないため，政府によ

る政策介入が必要となることは良く知られて

いる（Hartwick (1977)，Hanley et al.(1997)）。 

米ソ冷戦終結後の 1990 年代，国際秩序は米

国一極主導の様相を呈した時期もあったが，

2001 年の米国同時多発テロ事件とアフガニ

スタン戦争，2003 年に始まったイラク戦争以

降，Huntington（1996）が指摘したような「一

超多極化」の新たな局面を経験した。グロー

バリゼーションのなかで資本主義経済は漂流

し，米国サブプライムローン問題を発端とす

るリーマンショックによる金融危機（2008 年

9 月）は，資本主義経済の不確実性と所得格

差問題を再認識させることになった（佐和

                                                   
20 ラムゼイ・モデルやマキシミン原理を参照せよ

（Rawls(1971)，時政ほか編(2007)）。 

21 佐和（1999），佐和（2000）及び佐和（2002）

は，米国第一主義（京都議定書からの離脱等）

とグローバリゼーションの流れにおけるリスク

と不確実性の強まりが，資本主義及び市場主義

を危うくしている点について，早い時期から警

(2013)21）。それと同時並行して，2003年以降，

原油価格は先物市場における投機の影響を受

けて上昇を続け，社会主義国ロシアの経済は

復活の端緒を得た。既に市況商品と化してい

た石油が，市場の「見えざる手」（invisible hand）

によって価格変動性を高め，同時に 1970 年代

に指摘された「戦略物資」へ回帰し，資源国

における石油企業の国営化や外国資本の接収

等の資源ナショナリズム（resource nationalism）

が再登場するようになった22。 

 

（３）３つの“Ｅ”とポリシーミックス 

環境保全（environmental protection），経済発

展（economic development）及びエネルギー安

全保障（energy security）の “3E”の関係を表

す茅方程式（Kaya et al.(1989)）がある。ここ

では，二酸化炭素（CO2）排出量（C）を，エ

ネルギー炭素強度（𝐶
𝐸⁄ ），エネルギー消費の

GDP（国内総生産）原単位（𝐸
𝐺⁄ ），一人当た

り GDP（𝐺
𝑃⁄ ），及び人口（P）の積で表すこ

とにする。 
 

𝐶 = 𝐶
𝐸⁄ × 𝐸

𝐺⁄ × 𝐺
𝑃⁄ × 𝑃          [１] 

   

ここで，C は CO2排出量，E はエネルギー

消費量（一次エネルギー），G は GDP，P は当

該時点の人口を表す。たとえば１年間の CO2

排出量の値は，同じ期間のエネルギーの炭素

強度，エネルギー消費の GDP 原単位，一人当

たり GDP 及び当該時点の人口の４変数を掛

け合わせた値と恒等の関係にある。𝐶 𝐸⁄ = 𝑋，

𝐸
𝐺⁄ = 𝑌，𝐺

𝑃⁄ = 𝑍とおき，[１]式の両辺を時

間微分すると，[２]式のように，CO2排出量の

変化に関する要因分解式が得られる。 

鐘を鳴らしていた。「America First」を標榜する

トランプ政権の誕生（2017 年）により，その傾

向は強まった。 
22 板垣（1971）は，1962 年の国際連合「天然資源

に対する恒久主権の権利」宣言を受けて頻発し

た資源国における天然資源の国有化運動を指し

て，「資源ナショナリズム」と呼んだ。 
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𝑑𝐶

𝑑𝑡
=

1

𝑋

𝑑𝑋

𝑑𝑡
+

1

𝑌

𝑑𝑌

𝑑𝑡
+

1

𝑍

𝑑𝑍

𝑑𝑡
+

1

𝑃

𝑑𝑃

𝑑𝑡
   [２] 

 

時間微分を⊿で表し，[２]式を書き直すと， 
 

∆𝐶 = ∆(𝐶 𝐸⁄ ) + ∆(𝐸 𝐺⁄ ) + ∆(𝐺 𝑃⁄ )+ ∆(𝑃)     [３] 

 

エネルギーの炭素強度の大きさは１単位

のエネルギー消費量によるCO2排出量を示し，

石炭＞石油＞天然ガス＞原子力＞再生可能エ

ネルギー，の大小関係にある。エネルギー消

費の GDP 原単位は１単位の GDP を産出する

ときに消費したエネルギー量を示す。一人当

たり GDP は経済活動によって産出される付

加価値（金額表示）を人口で除した値である。

茅方程式は GDP と CO2 排出量が正の相関関

係にあることを前提としており，過去の GDP

と CO2 排出量のデータとは符合するが，CO2

排出量を削減しつつも，GDP の増加を目指す

ような「低炭素社会」の世界では符合しない。 

[３]式が提示する重要な政策示唆は，CO2

排出量を削減させたいとき，[３]式の右辺の

４項の合計値が負となる政策・施策を実施す

る必要があることである。それは一つにとど

まらず，環境，エネルギー，経済及び人口に

係る政策・施策のポリシーミックスからなる

複数の政策選択肢を提示する一方で，総合政

策設計の検討が必要であることを意味する。

つまり，エネルギー効率の優れた技術の導入

政策が奏功し，エネルギー消費の GDP 原単位

（𝐸
𝐺⁄ ）を縮小できたとしても，その結果，

一人当たり国民所得（𝐺
𝑃⁄ ）の増大による

CO2 排出増加効果が，𝐸
𝐺⁄ の縮小による CO2

排出削減効果を上回れば，その政策は，意図

した目的に対して逆効果の帰結をもたらすこ

とになる（ジェヴォンズ・パラドックス

（Jevons(1865)））。 

表３は，1971 年から 2013 年までの日本の

                                                   
23 2016 年 5 月 13 日閣議決定の「地球温暖化対策計

CO2 排出量変化について，３つの期間に区分

して要因分解した試算結果である。 

 

表３ CO2排出量変化の要因分解（日本） 

 

（出所）日本エネルギー経済研究所（2016）のデータをもと

に筆者試算。 

 

当該期間を通して，日本の CO2排出量は増

加したが，近年は増加幅を縮小させている。

試算結果から政策効果を推察すると，燃料転

換等によりエネルギーの炭素強度が小さくな

り（Δ(𝐶 𝐸⁄ )），そのぶん CO2 排出量は削減で

きたが，2011 年の東日本大震災・東京電力福

島第一原子力発電所事故の影響による原発稼

働停止に伴う火力発電所の稼働率の上昇によ

り，炭素強度が大きくなり CO2排出量を増大

させている。また，日本の省エネルギー政策

と低炭素社会政策が奏功していると見られ，

エネルギー消費の GDP 原単位が堅調に縮小

している（Δ(𝐸 𝐺⁄ )）。同時に，近年は一人当た

り国民所得の上昇率（∆(𝐺 𝑃⁄ )）と人口増加率

（Δ(𝑃)）の増加幅の縮小が CO2排出量の増加

を鈍化させている。 

表３の試算結果を参照し，次の５つの観点

を考慮すると，予見可能な範囲では，CO2 排

出量を大きく増加させる要因は少なく，非化

石エネルギー依存度上昇とエネルギー消費原

単位縮小の政策戦略を首尾よく組み合わせれ

ば，日本での温室効果ガスの排出削減23は可

能である。 

① これまで CO2 排出量の増加要因と

なってきた人口が今後減少すること

画」では，日本の 2030 年の温室効果ガス排出量

を 26％（2013 年比）削減するとしている。 

単位：％

1971年-1980年 1980年-2000年 2000年-2013年

1 ⊿（CO2） 23 31 3

2 ⊿（C/E) -4 -13 18

3 ⊿（E/G) -13 -15 -21

4 ⊿（G/P) 34 62 11

5 ⊿（P) 10 9 0

6 2+3+4+5 27 43 8
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が見込まれること， 

② IoT（Internet of Things：モノのインター

ネット）等が牽引する第４次産業革命

により，エネルギーの DSM（demand 

side management：需要側管理），既存イ

ンフラの高度化によるスマートグ

リッド（次世代送電網）や双方向情報

装置のスマートメーター，人工知能

（AI: artificial intelligence）管理等のさ

らなる技術進歩が予想され，省エネル

ギー効果が見込めること（Yergin 

(2011)）， 

③ 原油価格の高止まり24や再生可能エネ

ルギー利用発電の普及により（原発再

稼働25が進展しなくとも），今後の日本

のエネルギー炭素強度は上昇する可

能性が小さいこと， 

④ 2013～2016 年度の日本経済の潜在成

長率は 0.7％と推計されており（日本

銀行調査統計局(2017)），経済成長率26

の急上昇の可能性が小さいこと， 

⑤ 日本では自動車利用者数が減少する

とともに，石油由来燃料利用の内燃エ

ンジン搭載車（ガソリン・エンジン，

ディーゼル・エンジン，LPG・オットー

サイクルエンジン，ハイブリッド車等）

                                                   
24 米国エネルギー省は，2040 年の原油価格（2013

年物価基準の実質価格）を，世界の原油需要シ

ナリオ別に，76 ドル/バレルから 252 ドル/バレ

ルの範囲で予測している（標準ケースでは 141

ドル/バレル，U.S. DOE/EIA(2016)）。 

25 2017 年 9 月 15 日時点で稼働しているのは，関西

電力高浜発電所３号機と４号機，四国電力伊方

発電所３号機，九州電力川内原子力発電所１号

機と２号機の５基（出力 441 万 kW）である。

廃炉決定済み原子炉が 15 基（同 932 万 kW），

原子炉設置変更許可済み原子炉が７基（同 721

万 kW），新規制基準への適合性審査中もしくは

未申請原子炉が 33 基（同 3,405 万 kW）であ

る。関西電力高浜発電所１号機（稼働 42 年）と

２号機（同 41 年）が原子炉設置変更許可済みで

あるが，けだし，高浜発電所の立地条件（近

畿・東海地域に与える影響リスク）を考えるな

らば，これらの老朽原発の運転延長には慎重な

から，電気自動車27や水素を利用する

燃料電池自動車等の ZEV （ zero 

emission vehicle）へシフトすること。 

 

３ 21 世紀第一四半世紀における日本のエ

ネルギー安全保障の主要課題と戦略 

藤井（2005）は，米ソ冷戦終結後に急速に

波及したグローバリゼーションのなかで，日

本及び東アジアのエネルギー安全保障概念が，

「伝統的概念」から「非伝統的概念」へと変

容を遂げたことを指摘した。安全保障の対象

とリスクは拡大し，多元的かつ重層的構造と

なり，そのため保障手段は多岐にわたる解決

手法が要求され，多国間協力の枠組みが要請

されることを指摘した。 

藤井（2005）から既に 12 年が経過したため，

本稿（2017 年 11 月）では，その研究内容を

再検証してみることにした。ここでは，藤井

（2005）の研究成果以降に顕現した６つの「エ

ネルギー市場の外部性の変化」を取り上げる。

それらを吟味することにより，現在の日本の

エネルギー安全保障の課題を明らかにし，エ

ネルギー安全保障戦略において検討すべき点

を纏める。 

 

 

審議と判断が必要である。 
26 経済協力開発機構（OECD）と国際通貨基金

（IMF）が 2017 年に作成した経済見通しによれ

ば，2018 年の日本の実質経済成長率を 0.6％～

1.0％と予測している（OECD(2017)，

IMF(2017)）。 
27ドイツ連邦参議院は 2030 年までに内燃エンジン

搭載車の新車販売を禁止する法案を可決し，同規

定を EU 全体にも求めている（2016 年 10 月）。イ

ンドは 2030 年までに国内販売自動車を電気自動車

に限定する政策を示し（2017 年 6 月），英国政府

は 2040 年までに内燃エンジン搭載車（除く HV，

PHEV）の販売を禁止する政策検討を明らかに

し，フランス政府も同様の方針を示している

（2017 年 7 月）。オランダやノルウェー等でも実

施時期は異なるが，同様の政策が検討されてい

る。 
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3.1 エネルギー市場の外部性の変化 

第一の外部性の変化は，2011 年に起きた東

京電力福島第一原子力発電所事故である。事

故以前の原子力エネルギーの商業用利用に関

する一般的な安全性評価は否定された。 

2017 年 11 月 30 日時点で，日本における原

子力エネルギーの商業用利用に関する安全性

が科学的に完全には検証されていないなかで，

経済性を優先した考えに基づいて，関西電力

高浜発電所３号機と４号機，四国電力伊方発

電所３号機，九州電力川内原子力発電所１号

機と２号機の５基の原発は，「原子力規制委員

会の判断28や事業者の説明を基に，エネル

ギー政策当局や地元関係者が判断」29したこ

とによって，再稼働している。 

事故後の日本の原子力政策課題として，少

なくとも，次の５つがある。 

① 東京電力福島第一原子力発電所事故の

検証に基づき，さまざまなリスク（人為

的過誤，自然災害，テロ行為・サイバー

攻撃・高高度核爆発や高出力マイクロ

波による電磁パルス攻撃（一政(2016)）

等）に対する原発事故再発防止のため

の重層的対策の設計と展開， 

② 関東・東北地方の放射性物質の除染と汚

染廃棄物処理（隔離・保管）及び原子力

損害賠償， 

③ 国内発電量の原子力依存度， 

④ 原子力のバックエンド事業（原子炉の廃

炉，放射性廃棄物の最終処分措置，核燃

料サイクル，平和的利用目的の原子力

から軍事技術への転用防止・核不拡散

                                                   
28 原子力規制委員会設置法（平成 24 年 6 月 27 日

法律第 47 号）に基づいて設置された原子力規制

委員会（事務局は原子力規制庁（環境省外局））

が新規制基準への適合性審査を行って判断す

る。 
29 平成 24 年度第 33 回原子力規制委員会（2013 年

3 月）の「原子力発電所の新規制施行に向けた

基本的な方針」を参照せよ。 
30 IEA（2013）では，世界の非在来型石油を含めた

（Goldthau (ed.)(2013)））， 

⑤ 原子力産業の事業運営主体の選定と人

材育成（含む国外への人材・情報流出回

避）。 

 

第二の外部性の変化は，世界の資源埋蔵量

評価の上方修正とシェール革命の進展である。 

非在来型石油資源（オイルシェール，ビ

チューメン等）を含めると，世界の石油資源

埋蔵量は，現在の在来型石油資源の埋蔵量（約

1.7 兆バレル）の約 4 倍であるとの推計があ

る（WEC(2013)）。2016 年末時点の在来型石油

資源の可採年数（R/P レシオ）は 50.6 年と推

計され（BP(2017)），「石油はあと 30 年でなく

なる」と 1970 年代から公言されてきた警鐘の

常套句は，過去の遺物になりつつある30。 

米国エネルギー省（U.S.DOE/EIA）の調査で

は，2013 年時点の 42 ヵ国のシェールガス資

源量（技術的回収可能量）が，世界の在来型

天然ガスの推定確認残存埋蔵量（194 兆 m3）

を上回る 207 兆 m3 であり，シェールオイル

資源量（同）が，在来型石油の推定確認残存

埋蔵量の約２割に相当する 3,450 億バレルと

推計している（DOE/EIA(2013)）。調査の対象

国やシェール層の範囲拡大により，技術的回

収可能量の今後の増加が見込まれる。シェー

ル革命（shale revolution）により，米国は 2009

年にロシアを抜いて世界最大の産ガス国に

なっており，シェール開発の展開次第31では，

この数年のうちに，米国は天然ガス輸出国に

なり，シェール層から採掘されるタイトオイ

ル生産により，米国の石油自給率が大幅に引

石油の RP レシオ（（2012 年末の埋蔵量）／

（2013 年の推定年間生産量））を 178 年と推計し

ている。地球規模でみると，1970 年代に指摘さ

れたような厳しい資源制約はない（Nakicenovic et 

al.(eds.) (1998)）。 
31 2014 年の米国のシェールガス生産量は 3,787 億

m3と 2000 年の生産量の 16 倍に拡大している

（IEA(2017)）。 
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き上がる可能性がある。 

1962 年から 24 年間，サウジアラビアで石

油鉱物資源相を務めたアハマド・ザキ・ヤマ

ニ氏は「湾岸戦争において，米国軍が多国籍

軍とともに中東に来て，クウェートをイラク

から解放させたのは，石油のためだ」と指摘

した（Yergin(1991)）。シェール革命により，米

国が 1973 年のニクソン政権以来標榜してき

た政策課題の “Energy Independence”を実現

すれば，米国の中東戦略は「原油輸入の中東

依存」の制約から解放され，対イスラエル戦

略の選択肢の範囲を拡張できることになる。 

既述したように，米国エネルギー省（U.S. 

DOE/EIA(2016)）は，2040 年の原油価格（実

質ベース）を，世界の原油需要シナリオ別に，

76～252 ドル/バレルの範囲で予測している。 

石油資源埋蔵量評価の上方修正とシェー

ル革命の進展が原油価格32に与える影響は複

雑である。予想される主な影響は，次の６つ

である。 

① 需要・供給の原則が適用され，価格の

変化と需給の数量調整に従い，新たな

均衡が模索されること， 

② 石油供給において生産条件が困難な

非在来型石油資源の割合が上昇する

と，石油供給全体の限界生産費用が上

昇し，石油供給曲線を左上にシフトさ

せること， 

③ 従来以上に大規模な石油天然ガス資

本が必要になること（Nakicenovic et 

al.(eds.)(1998)）， 

④ 「炭素の社会的費用」の定着が石油の

総供給コストを引き上げるため，資源

埋蔵量評価の上方修正ほどには供給

                                                   
32 2017 年 9 月 15 日現在，ニューヨーク商品取引所

（NYMEX）上場の WTI原油（軽質低硫黄原

油）の価格は 50 ドル/バレル前後であるが，実

質原油価格（物価変動分を調整した原油価格）

でみると，第一次石油危機直後の水準にほぼ匹

敵する。2008 年に 7 月 11 日に， WTI原油の先

量が増加しないこと， 

⑤ 石油天然ガスの純輸出国（供給者）に

米国が加わり，石油天然ガス市場がよ

り競争的になること， 

⑥ 世界各地でシェールガス生産が進展

すると，液化天然ガス（LNG）の需要

が増加し，原油との競合が強まる一方，

これまでアジア太平洋地域で LNG の

買手独占（monopsony）であった日本の

購買交渉力が相対的に弱まること

（Dahl(2015)）。 

 

第三の外部性の変化は，再生可能エネル

ギー利用発電の普及である。 

2014 年時点では，日本の再生可能エネル

ギー（除く大規模水力発電）の電源構成（発

電量ベース）に占める割合は 6.3％程度にすぎ

ない。これまで，再生可能エネルギー利用推

進の社会的必要性が着目された時期（主要目

的）は 3 つある。①1970 年代の石油危機後の

石油代替エネルギー開発目的，②1997 年の国

際連合気候変動枠組条約京都議定書採択によ

る CO2排出削減目的，③2011 年 3 月 11 日の

東日本大震災とその後の東京電力福島第一原

子力発電所事故による原子力発電所稼働停止

に伴う電力供給減少分の補填目的である。 

21 世紀入り以降の日本の再生可能エネル

ギー政策の導入例としては，まず，2003 年に

全面施行された RPS（Renewables Portfolio 

Standard）制度があり，電力会社に一定量（発

電量の１％程度）の再生可能エネルギー利用

の数量を義務づけた33。 

次に，2012 年 7 月に再生可能エネルギー特

別措置法が施行され，FIT 制度（固定価格買

物価格が取引時間中に記録した 147.27 ドル/バレ

ルの高価格水準は，1860 年代の米国石油産業の

勃興初期の価格水準（実質価格）に匹敵する

（BP(2017)）。 
33 FIT 施行により，RPS 制度は 2017 年度から５年

間で段階的に廃止することが決まっている。 
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取制度）が導入34された。FIT は再生可能エネ

ルギー導入初期の市場措置35として，長期の

固定価格買取により事業者費用を公的に支援

するものである。これ以降，急速に再可能エ

ネルギー利用発電の導入が進んだが，「（日本

の）発電コストは国際水準と比較して依然高

い状況にあり，系統制約の顕在化や地域社会

との調和など新たな課題も明らかになってき

ている36」との指摘がある。事業用太陽光発電

や風力発電等の再生可能エネルギー事業開発

の大型化が進むにつれて，これらに対しても，

環境アセスメント法が適切に適用されること

が必要である。 

2017 年度の再生可能エネルギー発電促進

賦課金単価は 2.64 円/kWh である。この賦課

金単価は，（買取費用 2 兆 7,045 億円－回避可

能費用5,644億円＋ 費用負担調整機関事務費

2.9 億円）を販売電力量 8,106 億 kWh で除し

て計算される。2017 年度の賦課金総額（賦課

金単価×販売電力量）は 2.1 兆円（経済産業

省推計）であるが，2030 年度には 3.6 兆円に

達するとの試算（電力中央研究所）もあり，

費用の国民負担が公正であるかが検討される

べきである。また，電力システム改革下での

電力供給義務の履行，一般送配電事業者と再

生可能エネルギー事業者の物理的及び情報通

信システムの相互接続に伴う個人情報保護や

サイバーセキュリティ確保等の課題もある。 

 

第四の外部性の変化は，新技術の研究開発

と利用普及である。 

日本では，第一次石油危機（1973 年）後に

サンシャイン計画が策定されて以来，ムーラ

イト計画，ニューサンシャイン計画，科学技

術基本計画，技術戦略マップ，Cool Earth－エ

                                                   
34 これに先立ち，2009 年に住宅用太陽光発電の余

剰買取制度が導入された。 
35 2019 年以降，FIT 制度による住宅用太陽光発電

のうち固定価格買取期間が終了する電源が出てく

ネルギー革新技術計画，環境エネルギー技術

革新計画に続いてエネルギー技術計画（戦略）

が策定された。東日本大震災後に初めて公表

された「エネルギー基本計画」（2014 年）で

は，基本計画と併せてエネルギー関係技術開

発ロードマップを策定することが明記された。 

現時点では，石炭・天然ガス火力発電の高

効率化，浮体式洋上風力発電，太陽光発電の

高機能及び低コスト化，地中熱ヒートポンプ，

低温地熱活用バイナリー（binary-cycle）発電

の高効率化，二酸化炭素回収・貯留（CCS: 

carbon dioxide capture and storage）技術，水か

ら水素を製造する人工光合成，水素製造・輸

送・貯蔵・利用技術，系統用蓄電池等の高性

能電力貯蔵技術，の研究開発が注目される。 

 

第五の外部性の変化は，日本の西に位置す

る人口大国中国の動きである。中国の経済成

長がどこまで持続するかは，米国が中国に対

して，人民元の対ドル為替レートの切り上げ

と市場開放を，どのタイミングで要求するか

に係っている。 

現在，中国では一次エネルギー総供給に占

める石炭依存度が６割を超えているが，二次

エネルギーの輸送用燃料や電力の需要増加を

石炭以外のどの一次エネルギーによって供給

するかによって，国際エネルギー市場に与え

る影響は大きく異なってくる。 

中国でガソリン・エンジン自動車やディー

ゼル・エンジン自動車が普及すれば，中国の

原油輸入は急速に拡大する。これにより，脆

弱な東アジアの石油市場に悪影響を与える可

能性がある。東アジアの原油調達は，経済性

を優先すれば，各国の石油精製二次設備構成

に基づいて中東原油を選好する傾向が認めら

る。 
36 経済産業省「再生可能エネルギーの大量導入時

代における政策課題に関する研究会」資料（2017

年 7 月）。 
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れるため，中東原油の需給逼迫が予想される

だけでなく（Calder(1998)），中東と東アジア

間の海上輸送（シーレーン）の安全確保問題，

特にチョーク・ポイントであるマラッカ・シ

ンガポール海峡での海賊武装強盗・混雑問題

等37が懸念される（藤井(2005)）。東シナ海及

び南沙諸島の海洋資源の所有権を巡る地域紛

争の懸念や中国のエネルギー消費起因の地域

及び地球環境汚染（酸性雨・雪，PM2.5，温室

効果ガス排出38）の問題がある（李(1999)）。 

 

第六の外部性の変化は，米ソ冷戦終結後の

グローバリゼーションが惹起させた「常識の

非連続的変化」（パラダイムシフト39）に対す

る揺り戻し（backlash）である。これは，ソヴィ

エト連邦崩壊後の一超多極化を牽引してきた

覇権国家の米国の国際政治経済における弱体

化ないしは衰退にも原因がある。市場主義や

地域連携・連帯の流れの反動により，米国等

で保護主義や分断の兆候40が現れている。 

これに対して，世界における中国の政治経

済面のプレゼンスが大きく拡大している。

GDP では 2014 年に 8.2 兆ドル（2010 年基準

価格）と世界全体の 11%を占め，エネルギー

消費量とCO2排出量は一国として世界最大で

ある。習近平政権の「一帯一路」広域経済圏

構想（2013 年）やアジアインフラ投資銀行

                                                   
37 2017 年 8 月 21 日，米国ミサイル駆逐艦がシンガ

ポール沖のマラッカ海峡でリベリア船籍の石油

タンカーと衝突事故を起こしている。 
38 2007 年に中国の二酸化炭素（CO2）排出量が米

国を超え，世界最大の排出国となっている。 
39 Kuhn（1962）をみよ。 

40 米国の環太平洋パートナーシップ（TPP：Trans-

Pacific Partnership）協定離脱表明（2017 年 1 月

大統領令署名）や白人至上主義者等による人種

差別暴動等がある。 

41 中国政府の海外投資はザンビア，ミャンマー，

ベトナム，ブラジル，スリランカ等で既に問題

を抱えている。「スリランカ政府、大型港湾の権

益を中国企業に売却へ」（日本経済新聞，2016

年 12 月 9 日）をみよ。 
42 自衛隊及び米軍の双方が参加する多数国間訓練

（AIIB：Asian Infrastructure Investment Bank，

2014 年設立）の動き41が，関連する地域の「民

主主義の民主化」に与える影響を慎重に観察

していく必要がある。 

また，2017 年 4 月に，日本の自衛隊と米軍

との間で，平和安全法制（2016 年 3 月施行）

の内容を反映する形で新たな内容42を加えた

「日・米物品役務相互提供協定（ACSA43）」が

発効している。自衛隊と豪州国防軍との間の

日・豪 ACSA（2013 年 1 月発効），自衛隊と

英国軍隊との間の日・英 ACSA（2017 年 1 月

署名）など，ここ５年間で日本においては，

中国の海洋進出等を牽制した枠組み作りが進

展しているという事実がある。 

国際秩序における米国覇権の衰退と中国

の勃興は，非伝統的安全保障から伝統的安全

保障への逆戻りに拍車を掛け，エネルギー安

全保障の概念も各国が国益を優先する国家エ

ネルギー安全保障へと米ソ冷戦下の概念に逆

戻りする懸念がある。 

 

3.2 日本のエネルギー安全保障戦略はいか

にあるべきか 

（１）有効需要を捉えたグリーン資本主義へ

の移行のための戦略 

これまでの日本のエネルギー安全保障政

策における欠点は，供給を重視すぎるあまり

のための物品役務提供，国際連携平和安全活動

のための物品役務提供，国際平和協力業務を行

う自衛隊から災害対応を行う米軍への物品役務

提供，重要影響事態に際して行う活動のための

物品役務提供，存立危機事態に際して行う活動

のための物品役務提供，国際平和支援法に基づ

く物品役務提供，武力攻撃事態等以外における

弾薬の提供，を協定の対象に追加した。 
43 正式名称は「日本国の自衛隊とアメリカ合衆国

軍隊との間における後方支援，物品又は役務の

相互の提供に関する日本国政府とアメリカ合衆

国政府との間の協定」であり，1996 年に日米共

同訓練・国連平和維持活動（PKO）・人道的国際

救援活動を対象として締結され，その後，改正

されてきた。ACSA は Acquisition and Cross-

Servicing Agreement の略である。 



12 

 

に，需要政策が弱い点である（藤井(2016)）。

今後の日本のエネルギー政策は，エネルギー

技術開発の重点的推進を基本的考え方とし，

「化石エネルギー依存型の炭化水素社会から

の脱却」だけでなく，「エネルギー需要の徹底

管理」の革新的戦略が必要である。橘川（2013）

は，日本の省エネルギー政策の切り札として，

トップランナー方式，セクター別アプローチ，

及び LCA（ライフサイクル・アセスメント）

の有効性を指摘している。 

温室効果ガス排出削減という気候変動の

“緩和”策だけでなく，さまざまな“適応”

策から喚起される有効需要を適切に捉えて，

20 世紀型資本主義からグリーン資本主義（佐

和(2009)）への移行を目指すべきである。 

英国は，政府肝煎りの「スターン・レヴュー」

（Stern(2006)）に基づき，エネルギー供給シス

テム全体の低炭素化に向けて，“早期に，かつ

強力な”気候変動緩和策の実施の必要性を示

した。ただ，残念ではあるが，Stern(2006)，

Enkvist et al.(2007)，Stern(2008)，及び日本の中

央環境審議会地球環境部会中長期ロードマッ

プ小委員会資料（2010）等では，積み上げ（ボ

トムアップ）アプローチから温室効果ガス

（GHG）排出の平均
．．

削減費用の推計値を根拠

データとして，排出価格ないしは炭素税率を

検討している。推奨削減技術・対策による

GHG 排出の限界
．．

削減費用ではなく，平均
．．

削減

費用の推計値を排出価格ないしは炭素税率の

判断基準として用いることは，限界費用価格

形成原理という伝統的な経済理論（大石編・

監訳(2005)，大石ほか編・監訳(2016)，ほか）

                                                   
44 負の環境外部性が存在するとき，外部費用を内

部化させ，パレート改善に導くには，税の活用

が有効であり（ピグー税，Pigou(1920)），効率的

な資源配分を実現するには，対象の財・サービ

ス（この例では炭素排出）の財産権が適正に定

義されることが必要である（コースの定理，

Coase (1960)）。 
45 1973 年 11 月の第一次石油危機の最中に，米国の

ニクソン政権が“Energy Independence”を目標と

のコアとなる部分を無視しており，正しい理

論的根拠に基づく経済分析とは言い難い（藤

井(2012)）。平均削減費用逓減局面では，つね

に限界削減費用は平均削減費用より小であり，

平均削減費用が限界削減費用よりも高く推計

されてしまうからである。 

一方，2005 年に開始された EU 域内排出権

取引制度（EU-ETS）が発展していけば，EU 域

内だけでなく他の地域における炭素プライシ

ングにも影響を与える（Ellerman et al. (2010)）。 

2040 年までに多くの地域で「炭素の社会的

費用」44が経済社会システムに定着すること

を想定して，日本は「省エネルギーを前提と

した低炭素社会構築」の政策戦略を可及的速

やかに，かつ強力に実施するべきである。在

来型天然資源埋蔵量が少なく，かつ技術立国

の日本にとって，こうした政策戦略は労働生

産性を高めることに繋がる。日本の高付加価

値財生産の労働生産性の向上は，他の資源国

と比較して，国際貿易において絶対優位だけ

でなく，比較優位をも高める。 

さらに，この政策戦略は日本のエネルギー

自給率を引き上げ45，周辺諸国との間で石油

天然ガス資源，コバルトリッチクラスト，レ

アアース資源，メタンハイドレート等の海底

資源を巡る領土問題の不必要な軋轢や緊張を

も軽減でき，二酸化炭素（CO2）排出量を抑制

することもできる。 

 

（２）東アジアのエネルギー環境共同体構想 

日中韓の３ヵ国の間で信頼関係46が確立

し，同一の価値観を共有できない限り，生存

する「プロジェクト・インデペンデンス」とい

うエネルギー政策を公表して以来，エネルギー

自給体制の実現は先進諸国の共通目標である。 

46東シナ海（尖閣諸島（釣魚群島））・竹島（リアン

クール岩礁，独島）の領有権問題，北朝鮮の核弾

頭搭載ミサイル問題・拉致問題，歴史問題があ

る。また，日本では日韓請求権並びに経済協力協

定（1965 年）で解決済みとしているのに，韓国で

は大統領が交代するたびに「慰安婦・元徴用工問
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権，財産権及び「民主主義の民主化」に影響

を与える「東アジアのエネルギー環境共同体

構想」が実現される可能性は極めて小さい。 

既に東アジアでは，貿易，投資，金融，非

伝統的安全保障等の分野で機能的統合が進展

しており，それらは貿易取引の利益を志向す

る戦略的互恵関係で十分に足ることである。

共同体の先行事例として，欧州連合をトップ

ダウン方式のゲマインシャフト（コミュニ

ティ）概念に基づく共同体形成と評価すれば，

いまだ同じ価値観を共有していない東アジア

での共同体構想では，ボトムアップ方式の複

数の経済協力やエネルギー環境協力の協同体

（cooperation）の集合体を積み上げていく手

法が優先されてきた（藤井(2005)，藤井(2008)）。 

これまで東アジアでは，各国・地域の行動

が何ら制約を受けずに独自に決定できる範囲

で，国際機関・多国間協力及び二国間協力の

枠組みでエネルギー環境協力が行われてきた。

しかし，プレーヤーの間の関係に何らかの制

約が生じ，独自の決定に基づいて行動できな

いような場合は，原則・規範・ルール及び手

続き等から構成される国際レジームが必要で

ある（松井(2006)）。 

現在，中国は米国を遥かに上回る量の温室

効果ガスを排出している世界最大排出国であ

るにもかかわらず，同国の一次エネルギー総

供給に占める石炭依存度は６割を超えたまま

である。国連気候変動枠組条約の「京都議定

書クリーン開発メカニズム（CDM）」に基づ

いて，中国への環境技術協力が行われた。し

かし，ジェヴォンズ・パラドックスが示すよ

うに，環境技術協力がもたらす逆効果によっ

て，中国の温室効果ガス排出量はむしろ大幅

に増加した。これは，東アジアのエネルギー

安全保障を確保するためには，より強制的な

別の国際レジームが必要であることを意味し

                                                   
題」が政治的利用に供されている。法治国家にお

いて「法の下での約束」が保証されないようで

ている。例えば，「東アジア・エネルギー憲章

条約」といった包括的で強制力を持った多国

間の法的枠組みが必要である（藤井(2008)）。

それにより，東アジアの国・地域が，秩序と

公正及び平和に関して，共有できる共通の価

値観の形成を模索するべきである。 
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